
議案第１４８号

　　　平成２９年度川崎市水道事業会計の利益処分及び決算認定について

　　　　　　　　　　　　平成３０年 ９ 月 ３ 日提出

  　　　　　　　　　　　　　　　川崎市長　福　田　紀　彦

平成２９年度川崎市水道事業会計に係る利益を処分したいので、地方公営企

業法第３２条第２項の規定により議決を求めるとともに、平成２９年度川崎市

水道事業会計決算について、同法第３０条第４項の規定により、別紙監査委員

の意見を付して認定を求める。



平 成 ２９ 年 度 川 崎 市 水 道 事 業 決 算 報 告 書

（１） 収益的収入及び支出

  収   入

第１款 △

第１項 営 業 収 益

第２項 営 業 外 収 益 △

第３項 特 別 利 益

  ※１  うち仮受消費税及び地方消費税 円

  ※２  うち仮受消費税及び地方消費税 円

  支   出

                             予                   算                   額

地方公営

企業法第

24条第3

項の規定

に よ る

支 出 額

円 円 円

第１款 0 37,561,358,000 37,561,358,000

第１項 営 業 費 用 △ 0 36,263,523,000 36,263,523,000 ※１、４

第２項 営 業 外 費 用 0 1,272,414,000 1,272,414,000 ※２

第３項 特 別 損 失 0 15,421,000 15,421,000 ※３、５

第４項 予 備 費 0 10,000,000 10,000,000

  ※１  うち仮払消費税及び地方消費税 円

  ※２  うち仮払消費税及び地方消費税 円

  ※３  うち仮払消費税及び地方消費税 円

  ※４  地方公営企業法施行令第１８条第５項ただし書きの規定による超過支出 円

  ※５  地方公営企業法施行令第１８条第５項ただし書きの規定による超過支出 円

1,940,655

43,425

合     計

地方公営

企業法第

26条第2

項の規定

に よ る

繰 越 額

30,971,512,099

3,917,457,000

4,161,000

3,675,058,378

30,729,643,000

8,061,833

0

円

0

0

0

0

0

1,272,406,139

円

33,958,782,323

35,239,250,295

※２

備
 
 
考

4,469,371

241,869,099

242,398,622

7,359,167

10,000,000

円

0

0

0

0

0

円

7,861

2,322,107,705

2,304,740,677

不  用  額
小   計

34,651,039,848

区         分 

0

4,161,000

0

0

区         分 決  算  額
当初予算額

予算額に比べ

決算額の増減

円

補正予算額

0

221,152

308,371

地方公営

企業法第

26条第2

項の規定

に よ る

繰 越 額

0

0

円

0

109,261,000

0

30,729,643,000

3,917,457,000

水 道 事 業 収 益

水 道 事 業 費 用

円

10,000,000

0

0

0

109,261,000

0

0

円

備     考

34,651,261,000

円

補正予算額

※１

0

予備費支出額

決  算  額

円

34,651,261,000

合     計

地方公営企業法第24条

流用増減額

円

                             予                   算                   額

当初予算額

円 円

第3項の規定による支

出額に係る財源充当額

0

0

1,604,139,874

65,820

339,616

2,266,950,786

151,854,728

0

0

円

037,561,358,000

36,372,784,000

1,163,153,000

15,421,000

0

0



（２） 資本的収入及び支出

  収   入

地 方 公 営 企 業

法 第 26 条 の

規 定 に よ る 繰 越 額 に 係 る

繰 越 額 に 係 る

財 源 充 当 額

円 円 円 円 円 円

  

（1）翌年度へ繰下発行

（2）不用額

　※１  うち仮受消費税及び地方消費税 3,039,533 円

　※２  うち仮受消費税及び地方消費税 22,440 円

備    考

                                予                  算                  額

円

区       分

5,994,000,0007,000,000,000

7,616,971,000

企 業 債 0

1,844,000,000

円

第１款
水 道 事 業

資 本 的 収 入

  第１項

7,616,971,0000

7,000,000,000

予算額に比べ

決算額の増減

△

△ 2,850,000,000

13,000,000

合    計

01,844,000,000

決  算  額

00

当初予算額 補正予算額 小      計

継 続 費 逓 次

財 源 充 当 額

0

329,728,000

273,880,000

210,427,698

86,984,282

8,844,000,000

3,147,462,4856,313,508,515

※１

0

186,895,718

9,460,971,000

△329,728,000

※企業債収入減額内訳

2,022,000,000円
13,000,000 0

0

△

30,505

10,000△

312,495 △

119,300,302

10,00010,000 0 0 10,000△

  する額

828,000,000円

343,000 0

13,000,000

0

0 273,880,000

0

0

13,000,000出 資 金

補 助 金

そ の 他 の

固 定 資 産

負 担 金

売 却 代 金

融 資 補 償 金

  第２項

  第５項

  第４項

返 還 金

0

  第７項

  第６項

  第３項

0
資 本 的 収 入

10,000

00

0

329,728,000

273,880,000

0

343,000

10,000

※２343,000

10,000

0

0

0

10,000



  支   出

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

  

  第１項 11,011,448,000 0 0 0 11,011,448,000 2,280,022,451 0 13,291,470,451 8,766,845,942 2,617,898,736 0 2,617,898,736 1,906,725,773 ※１

  第２項 13,000,000 0 0 0 13,000,000 0 0 13,000,000 13,000,000 0 0 0 0

  第５項 10,000 0 0 0 10,000 0 0 10,000 0 0 0 0 10,000

  第７項 5,000,000 0 0 0 5,000,000 0 0 5,000,000 0 0 0 0 5,000,000

　※１   うち仮払消費税及び地方消費税 577,621,583 円

651,187
返 還 金

0 7,154,000 6,502,813 00 0 7,154,000 0 0 0

10,000
資 本 的 支 出

0 10,000 0 00 0
そ の 他 の

10,000 0 0 0 0

  第４項
補 助 金

7,154,000 0

  第６項

予 備 費

融 資 補 償 金

企 業 債

償 還 金

14,190,717,00014,190,717,000 0

0 3,154,095,000

10,000

0

11,940,443,308 2,617,898,736

0

2,280,022,451

0

16,470,739,451

03,154,095,000 3,154,094,553 447

1,912,397,4072,617,898,7360

0

　資本的収入額が資本的支出額に不足する額 5,626,934,793円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的

で補てんした。

備 考
当初予算額

流
用
増
減
額

合     計

                                 予                    算                    額 翌 年 度 繰 越 額

不  用  額

継続費

逓  次

繰越額

決  算  額
合     計第26条の規定に

収支調整額 574,559,610円、減債積立金 908,071,880円及び過年度分損益勘定留保資金 4,144,303,303円

地方公営企業法

予 備 費

よ る 繰 越 額

投 資

建 設 改 良 費

資 本 的 支 出

区       分

支 出 額

継続費

逓  次

繰越額よ る 繰 越 額

地方公営企業法

第26条の規定に補正予算額

0

  第３項 3,154,095,000

第１款
水 道 事 業

小   計

0 0

0 0



（単位  円）

１

（１） 24,719,257,770

（２） 6,228,947

（３） 10,279,430

（４） 3,968,795,166 28,704,561,313

２

（１） 783,014,896

（２） 1,103,731,304

（３） 8,091,471,710

（４） 1,672,841,436

（５） 5,330,537,812

（６） 67,119,589

（７） 10,073,841

（８） 2,351,097,327

（９） 1,628,247,413

（10） 5,887,666,494

（11） 5,428,840,627 32,354,642,449

3,650,081,136

３

（１） 936,792

（２） 80,692,770

（３） 11,729,454

（４） 1,795,450,000

（５） 822,263,214

（６） 812,769,509 3,523,841,739

配 水 費

営 業 損 失

総 係 費

長 期 前 受 金 戻 入

資 産 減 耗 費

他 会 計 補 助 金

水 道 利 用 加 入 金

分 担 金

給 水 費

受 託 給 水 工 事 費

そ の 他 受 託 工 事 費

減 価 償 却 費

受 取 利 息 及 び 配 当 金

平成２９年度川崎市水道事業損益計算書
（平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで）

営 業 収 益

営 業 費 用

営 業 外 収 益

雑 収 益

業 務 費

浄 水 費

給 水 収 益

受 託 給 水 工 事 収 益

そ の 他 受 託 工 事 収 益

そ の 他 の 営 業 収 益

原 水 費

受 水 費



４

（２） 27,736,679 1,065,282,040 2,458,559,699

1,191,521,437

５

（１） 82,116

（２） 314,576

（３） 3,912,272

（４） 160,407 4,469,371

６

（１） 110,425

（２） 7,611,792 7,722,217 △3,252,846

1,194,774,283

17,651,253,929

908,071,880

17,364,551,526当年度未処分利益剰余金

当 年 度 純 損 失

そ の 他 未 処 分
利 益 剰 余 金 変 動 額

雑 支 出

1,037,545,361

長 期 前 受 金 戻 入

前年度繰越利益剰余金

固 定 資 産 売 却 損

過 年 度 損 益 修 正 損

固 定 資 産 売 却 益

過 年 度 損 益 修 正 益

特 別 利 益

そ の 他 特 別 利 益

経 常 損 失

特 別 損 失

企 業 債 取 扱 諸 費

支 払 利 息 及 び
（１）

営 業 外 費 用



（単位　円）

（注）この計算書における△表記は、減少、損失又は欠損を示すものである。

当年度純損失 0 0 0 0 △ 1,194,774,283

当年度末残高 75,453,677,697 199,405,532 750,584 0 0 0 200,156,116 0

0 0 0 0 △ 1,194,774,283 △ 1,194,774,283

17,364,551,526 17,364,551,526 93,018,385,339

減債積立金の取崩し 0 0 0 0 0 0 0 △ 908,071,880 908,071,880 0 0

受贈財産の受入れ 0 35,704,407 0 0 0 0 35,704,407 0 0 0 35,704,407

13,000,000一般会計出資金の受入れ 13,000,000 0 0 0 0 0 0 0

0 35,704,407 △ 908,071,880 △ 286,702,403 △ 1,194,774,283 △ 1,146,069,876当年度変動額 13,000,000 35,704,407 0 0 0

0 0

0 164,451,709 908,071,880 17,651,253,929 18,559,325,809 94,164,455,215処分後残高 75,440,677,697 163,701,125 750,584 0 0

0 0 908,071,880 △ 908,071,880 0 0減債積立金の積立て 0 0 0 0 0

0 0 908,071,880 △ 908,071,880 0 0議会の議決による処分額 0 0 0 0 0

0 0 908,071,880 △ 908,071,880 0 0前年度処分額 0 0 0 0 0

0 164,451,709 0 18,559,325,809 18,559,325,809 94,164,455,215前年度末残高 75,440,677,697 163,701,125 750,584 0 0

資本合計

資本剰余金 利益剰余金

受贈財産
評価額

国県補助金
一般会計
補助金

工事負担金
その他

資本剰余金
資本剰余金

合計
減債積立金

平成２９年度川崎市水 道事業剰余金計算書

（平成２９年４月１日から 平成３０年３月３１日まで）

資本金

剰余金

未処分利益
剰余金

利益剰余金
合計

（繰越利益剰余金）

（当年度未処分利益剰余金）



（単位　円）

平成２９年度川崎市水道事業剰余金処分計算書

17,364,551,526

△ 17,214,879,096

75,453,677,697

17,214,879,096

200,156,116

未処分利益剰余金

議会の議決による処分額

資本剰余金資本金

0

当年度末残高

△ 17,214,879,096資本金への組入れ

処分後残高 92,668,556,793

017,214,879,096

149,672,430200,156,116
（繰越利益剰余金）



（単位  円）

１

（１）

ア 3,329,665,006

イ 7,438,046,579

△3,976,890,018 3,461,156,561

ウ 249,419,804,946

△123,184,934,474 126,234,870,472

エ 22,048,663,310

△10,705,857,990 11,342,805,320

オ 88,150,596

△55,486,118 32,664,478

カ 1,020,891,055

△746,116,758 274,774,297

キ 826,511,285

△220,782,080 605,729,205

ク 3,938,954,673

149,220,620,012

（２）

ア 37,559,017

イ 1,884,676,052

ウ 1,868,000

エ 5,392,170

オ 12,980,481

カ 6,447,280

1,948,923,000

（３）

ア 11,585,894,000

イ 2,293,174

△ 2,293,174 0

庁 舎 使 用 権

リ ー ス 資 産

貸 倒 引 当 金

その他無形固定資産

出 資 金

工具器具及び備品

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

無形固定資産合計

電 話 加 入 権

平成２９年度川崎市水道事業貸借対照表
（平成３０年３月３１日）

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

資  産  の  部

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

土 地

破 産 更 生 債 権 等

建 物

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

リ ー ス 資 産

減 価 償 却 累 計 額

投資その他の資産

地 上 権



11,585,894,000

162,755,437,012

２

（１） 13,939,705,991

（２） 3,130,858,595

△ 33,179,019 3,097,679,576

（３） 766,845,060

（４） 823,268,643

（５） 7,889

18,627,507,159

181,382,944,171

３

（１）

58,207,966,786

58,207,966,786

（２） 487,970,117

（３）

ア 4,690,439,720

4,690,439,720

63,386,376,623

４

（１）

3,247,660,152

3,247,660,152

（２） 180,236,400

（３） 4,550,908,240

（４） 2,359,612,052

（５） 63,769,136

（６） 503,040

ア

貸 倒 引 当 金

前 払 金

その他流動資産

リ ー ス 債 務

建 設 改 良 費 等 の
財 源 に 充 て る
た め の 企 業 債

負  債  の  部

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

固 定 負 債

引 当 金

企 業 債

前 受 金

現 金 預 金

預 り 金

流 動 負 債

未 収 金

未 払 費 用

企 業 債 合 計

企 業 債

ア
建 設 改 良 費 等 の
財 源 に 充 て る
た め の 企 業 債

引 当 金 合 計

貯 蔵 品

固 定 資 産 合 計

未 払 金

企 業 債 合 計

退 職 給 付 引 当 金

リ ー ス 債 務

固 定 負 債 合 計

流 動 資 産

投 資 そ の 他 の
資 産 合 計



（７）

ア 363,861,044

363,861,044

10,766,550,064

５

（１）

ア 6,781,329,846

△3,130,896,274 3,650,433,572

イ 2,638,696,900

△451,705,358 2,186,991,542

ウ 1,729,800,173

△1,502,261,049 227,539,124

エ 18,910,755,084

△10,847,045,341 8,063,709,743

オ 138,760,251

△55,802,087 82,958,164

14,211,632,145

14,211,632,145

88,364,558,832

６ 75,453,677,697

７

（１）

ア 199,405,532

イ 750,584

200,156,116

（２）

17,364,551,526

17,564,707,642

93,018,385,339

181,382,944,171

国 県 補 助 金

収 益 化 累 計 額

流 動 負 債 合 計

工 事 負 担 金

長 期 前 受 金 合 計

一 般 会 計 補 助 金

受 贈 財 産 評 価 額

賞 与 引 当 金

収 益 化 累 計 額

収 益 化 累 計 額

受 贈 財 産 評 価 額

引 当 金

17,364,551,526

利 益 剰 余 金 合 計

その他長期前受金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 資 本 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金

剰 余 金

収 益 化 累 計 額

資 本 金

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

ア
当 年 度 未 処 分

国 県 補 助 金

資  本  の  部

資 本 剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 合 計

利 益 剰 余 金

引 当 金 合 計

利 益 剰 余 金



注記 

 １ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）資産の評価基準及び評価方法 

   ア 貯蔵品  先入先出法による原価法によっている（貸借対照表価額は収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）。 

（２）固定資産の減価償却の方法 

   ア 有形固定資産（リース資産を除く。） 

（ア）減価償却の方法 

     定額法による（ただし、取替資産については取替法による。）。 

（イ）主な耐用年数 

     建物       ３～６０年 

     構築物      ３～８０年 

     機械及び装置   ４～５０年 

     車両運搬具    ３～１２年 

     工具器具及び備品 ２～２４年 

   イ 無形固定資産（リース資産を除く。） 

（ア）減価償却の方法 

     定額法による。 

   ウ リース資産 

   （ア）所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

     自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用してい

る。 

   （イ）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

     リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。 

     なお、リース取引開始日が平成２６年３月３１日以前のリース取引につい

ては、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 

（３）引当金の計上方法 

  ア 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上している。 

 



  イ 退職給付引当金 

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度の退職手当の期末要支給額に相

当する金額を計上している。 

  ウ 賞与引当金 

職員の期末・勤勉手当の支給及び期末・勤勉手当支給に係る法定福利費の支

払に備えるため、当年度末における支給（支払）見込額に基づき、当年度の負

担に属する額を計上している。 

（４）その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項 

 ア 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっている。 

なお、控除対象外消費税額については、当年度の費用として処理している。 

 

 ２ キャッシュ・フロー計算書に関する注記 

重要な非資金取引 

（１）ファイナンス・リース取引による資産の取得 

当年度、新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額は、

それぞれ次のとおりである。 

リース資産  ６１，７０３，０１４円 

リース債務  ６６，６３９，２５３円 

（２）受贈財産の受入れによる資産の取得 

当年度、新たに計上した受贈財産の受入れによる資産の取得額は次のとおりで

ある。 

土地   ３５，７０４，４０７円 

構築物  ７０，２２１，７７１円 

 

３ 貸借対照表に関する注記 

（１）企業債の償還に係る一般会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して

１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額

は１，９０７，１５５，０３２円である。 

 （２）ファイナンス・リース取引に係るリース債務 

   リース債務は、消費税及び地方消費税相当額を含んでいる。 



４ セグメント情報に関する注記 

川崎市水道事業会計は、水道事業のみを運営しており、事業全体をもって単一セ

グメントとしているため、セグメント情報の記載は省略している。 

 

 ５ リース契約により使用する固定資産に関する注記 

 （１）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額 

   １年内  １６，６９１，１０１円 

   １年超   ８，６８６，３４０円 

    計   ２５，３７７，４４１円 

  

 ６ その他の注記 

（１）長期継続契約に係るリース債務 

  通常の売買取引の方法に準じた会計処理を行ったリース取引に係るリース債

務のうち、地方自治法第２３４条の３に基づく長期継続契約に係るものは次のと

おりである。 

  短期リース債務  １８０，２３６，４００円 

  長期リース債務  ４８７，９７０，１１７円 

（２）貸倒引当金の目的使用による取り崩し  

  当年度において、債権の貸倒れによる損失として１１，３５２，８４０円を処

理するため、貸倒引当金１１，２７６，９２９円を取り崩している。 

（３）退職給付引当金の目的使用による取り崩し 

  当年度において、職員の退職手当として１９８，１６４，０００円を支給する

ため、退職給付引当金１９８，１６４，０００円を取り崩している。 

（４）賞与引当金の目的使用による取り崩し 

  当年度において、職員の期末・勤勉手当及び期末・勤勉手当の支給に係る法定

福利費として、１，１４１，２７７，４０９円を支給（支払）するため、賞与引

当金３５７，０７７，４６４円を取り崩している。 


